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要 旨

本稿はグローバル市場の中で中国造船業の競争主体となる�船舶企業�成立への歴史的過程

と到達点を検証しようとするものである．本稿の標題の�組織構成�は政府・企業間関係と企

業集団の組織構造との両方を含むものとして使用している．このような意味での中国造船企

業の組織構成についての先行研究は空白状態である．そこで中国造船業の発展３段階の時代

区分に沿って，中国造船業の組織構成の歴史的変遷をはっきりさせた．改革開放後の中国で

は，経済主体としての�企業�をつくりだす運動は行政機関から企業組織への権限委譲（�政

企分離�）としておこなわれてきた．第２の段階で，所有と経営の分離を目的として行った�工

場長責任制�，�請負経営責任制�の改革は成果とともに限界があると言える．この段階では結

局のところ経済主体としての�企業�は成立しなかったと確認された．1997 年に二大造船集

団が設立した後の第３段階では，集団傘下に上場企業が誕生し，集団公司がその持株会社と

なって政府が間接的に所有するという重層的な構造が形成された．そこでは，持株会社が傘

下の各造船企業に対する政府の直接介入を妨げる役割を果たす．これは造船企業の発展のた

めによい環境を作るので，現状の政府と造船企業にとっては必要である．
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１ 課題

本稿はグローバル市場の中で中国造船業の競争主体となる�船舶企業�成立への歴史的過程

と到達点を検証しようとするものである．

かつて小宮（1989）は大連造船廠を含む中国の工場を視察し，所有形態，意思決定，利潤配

分の視角から，�中国には企業は存在しない，あるいはほとんど存在しない�（小宮 1989，

251-252 頁）という結論を出した．改革開放後の中国では，経済主体としての�企業�をつくり

だす運動は行政機関から企業組織への権限委譲（�政企分離�）としておこなわれてきた．中国
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造船業は軍需産業としての性格が強いため，�改革開放�以前はもちろん，現在でも中国政府の

強い規制・監督の下にある．

一方，1980 年代以後には企業集団化政策がとられ，多数の企業が組織的に統合されるかわり

に企業の組織構造そのものが重層化した．造船業においては二大造船集団（CSIC と CSSC）へ

のグループ化としておこなわれてきた．したがって，政企分離と企業集団化とを統一した視座

の下におき，企業の機能が行政機関および企業集団の諸階層のあいだにどのように配分されて

いるか，が問われなければならない．本稿の標題の�組織構成�は政府・企業間関係と企業集

団の組織構造との両方を含むものとして使用している．このような意味での中国造船企業の組

織構成についての先行研究は空白状態である．

中国造船業の発展過程は船舶建造量の規模と国際市場への参入の程度により，国内市場向け

の少量生産段階（1950∼1978 年），造船大国を目指す助走期（1979∼1994 年），大規模設備投資

と造船大国への飛躍（1995∼現在）期の３段階に区分される
1)
．これを上記の組織構成の面から

みれば，初期の国営時代に続いて第２段階には政企分離が，第３段階には企業集団化による二

大造船集団の形成が基調となってきた．そこで中国造船業の発展３段階の時代区分に沿って，

中国造船業の組織構成の歴史的変遷をはっきりさせたい．

第１段階から第２段階へ，最初の企業改革は政企分離である．

呉（1995，2007）は 1978 年から 1980 年代末まで国有企業に権限と利益の委譲を行うため中

央政府が農村から商工企業まで導入した�企業請負制�の実証研究を行った．彼は�企業請負

制�の実施により，企業の増産増収への積極性を刺激できたことを認めた反面，�財政収入の基

礎としての長期的経済効率の向上を損なう�，�政府と企業未分離の問題を徹底的に解決するこ

とができないだけでなく，下級の生産単位の上級の主管部門に対する行政的従属関係をさらに

強めた�，�既存の体制を固定化してしまい，改革をさらに進めることを難しくした�，�経済構

造の調整と改善を阻害した�
2)
と結論づけた．彼の論点は産業を問わない一般論であり，造船

業において実施された�企業請負制�の実態と効果を分析する必要がある．

�改革開放�以後，全民所有制の社会主義市場経済の下，中国船舶工業総公司は造船大国を目

指した中国造船業の先頭を立って新たな挑戦を試みた．そこで，開発政策の視角から中国船舶

工業総公司が製品構造転換と設備投資の実施によりもたらした効果と以後の中国造船業に与え

た影響を分析し，また上記の先行研究を踏まえ，造船廠の実態，および造船廠に経営自主権を

与えるための改革の内容と結果を明らかにしたい．これが本稿の第一の課題である．

第３段階では，持株会社のもとに多数の企業を統合する企業集団化が進んだ．

A. D. Chandler, Jr. によれば，製品多角化や組織肥大化が不可避的にもたらした内部組織の

不経済の発生を克服するために登場したのが 1920 年代以後にアメリカ企業で採用されるよう
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１）張（2011）158∼159 頁を参照．

２）呉（1995）239∼243 頁を参照．



になった�事業部制組織�であった．O. Williamson（1975）はこれを企業組織モデルの発展と

してとらえ，�M-form�と名づけた．そして，Williamson は�持株会社型の組織�（H-form）を

もって�非系統的かつ緩い�事業部制の一種，�不完全なM-form�であるとして否定した
3)
．そ

れに対し，下谷（2009）は親子型の企業グループを積極的に評価する見地から，�持株会社型の

組織�（H-form）の位置づけを再評価する必要があると強調した．彼は主に 2000 年以後の日本

の持株会社の事例を挙げ，持株会社には新規事業への参入を目的とする�内部組織再編型�と，

水平的な経済力集中を目的とする�業界再編型�の二つの機能があると論じ，持株会社の設立

は企業の経営統合の道具であると指摘した．

今井（2008）では，中国の４つの持株上場企業の事例研究から，�部分上場方式�，関連取引，

中二階の統治構造という中国の企業グループの３つの組織的特徴を指摘した
4)
．具体的には造

船企業集団・CSIC における持株会社の機能も論じたが，船舶の受注・部材調達・資金調達など

の面で規模の経済性を実現できるかどうかは疑問を残したままだった．中国造船業，特に二大

集団の組織構成と持株会社の経営状況をさらに掘り下げる必要がある．

1999 年に二大造船集団の設立と同時に，集団傘下に上場企業が誕生し，中国造船業の組織構

成に新たな変化をもたらした．そこで上記の先行研究を踏まえ，集団傘下の上場企業の従来の

造船廠との相違点を述べつつ，造船集団の果たした役割と必要性の有無を検討したい．これが

本稿の第二の課題である．

本稿の構成は以下の通りである．第２節は 1950 年代から現在までの中国造船産業の組織構

成について述べ，３つの段階に区分できることを確認する．第３節は中国船舶工業総公司が実

施した政企分離の諸改革の評価と造船廠の実態を分析する．第４節は二大造船集団体制下での

CSIC のケースを中心に集団公司と上場企業の存在という中国造船業の新たな組織構成につい

て考察する．最後に結論を述べる．

２ 中国造船業の発展段階区分と組織変遷

まず，中国造船業の発展の３段階に沿って，中国造船業の組織構成の変遷を概括しておこう．

表１のとおり，中国造船業の発展過程は船舶建造量と市場によって三つの段階に区分される

が，それぞれの段階に特有の組織構成がおおむね対応している．組織構成からみた各発展段階
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３）以上は下谷（2009）89∼92 頁による Chandler（1962）とWilliamson（1975）の要約に依拠している．

４）①中国の国有企業を改組して株式公開を果たした企業の大半は企業資産の一部だけを切り出して上場さ

せる方式いわゆる�部分上場方式�を採用している．②集団公司は支配力にもとづき上場企業との間で商

品，資産，資金の取引，費用負担，租借関係の�関連取引�により，中小株主の利益を侵害する．③会社

法によって設立されている上場企業と，その上場企業を持株会社として支配する集団公司，この二つの異

なる企業形態にもとづく中二階の統治構造が一つの企業グループの中に重層的に存立している．以上，今

井（2008）より．



を以下ではそれぞれ�機械工業部段階�，�総公司段階�，�二大集団段階�と呼ぶことにする．

⑴ 機械工業部段階（1949 年∼1981 年）

1949 年，新中国政府成立後，海軍拡大の国防建設と国内運輸事業の再建のため，中央政府は

国内船舶機構の設立を決定した．

1950 年 10 月１日，中国で初めての船舶機構である政務院中央重工業部船舶工業局が上海に

設立された．その後，1954 年に第一機械工業部へ移行し，管理機構の所在地を上海から北京に

移した．その後，1963 年に再び第一機械工業部から第六機械工業部へ変更した．当時の中国船

舶事業は主に建国当時からの修繕事業に加えて軍艦の建造と軍需製品の生産がメインであっ

た．全体的に小規模で，国内向けに少量を生産するのみであった．建造設備や技術は国際水準

から立ち遅れ，近代的造船業としての発展はほとんど見られなかった．

1980 年代まで，造船廠と船舶工場は中央から各地方まで，機械製造部門，交通運輸部門，漁

業水産部門，軍事部門，各省市と自治区など数多くの部門から指令を受けた．造船業の主体で

ある各造船廠は統一管理されず，産業全体が�分散的�な組織構造であった．そこに変化が起

きたのは中国船舶工業総公司の設立以後であった．

⑵ 総公司段階（1982 年∼1998 年）

1977 年 12 月，鄧小平は�船舶を輸出し，国際市場に参入しなければならない�
5)
と述べ，造

船政策は�軍から民へ�，�国内市場から輸出（世界）市場へ�を目指すものに転換された．鄧

小平はまた 1978 年６月 28 日に�中国造船業は人員コストの優位性を武器とし，低付加価値船

の輸出から始まらなければならない�
6)
と述べたが，これは輸出拡大を目標にした建造能力の

整備に重点を置く出発点になった．

そこで中国政府は今までの�分散的�な地域の区分を破り，ばらばらの造船廠を統一的に管
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表１ 組織構成からみた中国造船産業の時期区分

機械工業部段階
(1949 年∼1981 年)

総公司段階
(1982 年∼1998 年)

二大集団段階
(1999 年∼現在)

船舶建造量 少量生産
大量生産
1995 年，世界第３位

大量生産
2010 年，世界第１位

市場 国内 国内中心＋輸出 商船輸出中心

組織構成の特徴 分散的構造
�一国一モデル�の
集中管理

国有企業中心の重層
集中管理

出所：筆者作成．

５）1977 年 12 月６日，鄧小平が当時の三機部，五機部，六機部の責任者会議において述べた発言．

６）1978 年６月 28 日，鄧小平が当時の海軍と機械工業部門の主要責任者会議において述べた発言．



理する目的で中国船舶工業総公司（以下�総公司�）を設立した．総公司は中央政府に代わって

各地方の政府を通じて全国の造船事業を管轄し，そして各造船廠を管理した．国有企業が企業

体制の８割を占めていた 1990 年代後半まで，総公司は中国造船業の絶対支配の位置に立つと

いう�一国一モデル�の集中管理体制を続けた．1950 年代から 1999 年までの中国造船業の管

理体制は図１によってまとめられる．

⑶ 二大集団段階（1999 年∼現在）

2000 年から世界船舶の需要が旺盛となり，国有造船企業は大規模な設備投資をおこなった．

その結果，中国造船業は低付加価値船の建造量と輸出量が大幅に増加した．2010 年の世界船舶

受注量，手持ち工事量，竣工量に占める中国の割合は 43％，39.5％，37.7％
7)
となり，いずれ

も世界１位である．その中で，民営企業の増加と外資企業の中国への進出により，中国造船業

全体の組織構成も変わった．

1999 年，中国船舶工業総公司は CSSC と CSIC
8)
の２つの持株会社に分割された．図２のよ

うに，２つの持株会社を頂点とする二大造船集団が人事，利益配当，投資などの権限を持つと

ともに上場企業も所有するという，新たな組織構成が誕生した．大規模な国有造船集団は産業

政策，人事，資産管理などの面で従来と変わらず中国政府の関連部門の管理を受ける．民営企

業と外資独資企業は所属する省と自治区政府に管理される．中国造船業全体は国有企業を中心
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７）日本造船工業会�造船関係資料	2011 年３月による．

（http://www.sajn.or.jp/pdf/Shipbuilding_Statistics_Mar2011.pdf），2011 年７月９日検索．

８）CSSC は China State Shipbuilding Corporation (中国船舶工業集団公司)，CSIC は China Shipbuilding

Industry Corporation (中国船舶重工集団公司)．

図１ 中国の船舶工業関係組織の変遷

出所：日本財団図書館，�中国の造船・舶用工業政策に関する調査�，中国大学数字博物館により筆
者作成．



としつつ，民営と外資が急発展する重層集中管理体制となっている．

中国造船業の発展３段階それぞれに異なる組織構成が対応している．各発展段階の組織構成

は国の政治要因，市場需要，国内造船業の規模などの要因に影響されて形成される．次節は総

公司段階の組織構成について述べる．

３ 中国船舶工業総公司の管理体制改革の試み

3.1 中国船舶総公司の概況

1982 年５月，中国船舶工業総公司が設立された．旧六機部に直属する 138 部門と交通部に直

属する 15 部門の計 153 部門が総公司に従属した．総公司の設立当初は修造船廠 26 カ所，舶用

製品工場 66 カ所，船舶の研究設計院 35 カ所，高等及び中等専門学校５カ所，その他の事業単
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図２ 中国造船業の組織管理体系

注：１．2003 年３月 10 日，国家経済貿易委員会を廃止し，商務部に設立した．
２．地方所轄企業は外資との合弁企業，軍用生産工場を含む．

出所：日本財団図書館�中国の造船・舶用工業政策に関する調査�により筆者作成．



位 21 個，従業員計 30 万 3600 人，資本金 44 億 7700 万元の規模であった
9)
．

総公司が成立した当時，国務院は�総公司は社会主義全民所有制企業であり，生産と経営の

経済実体であり�，�旧六機部と交通部工業局の業務は船舶総公司に引渡す�
10)
と述べた．1988

年に，国務院は明確に�総公司には独立した法人企業として自主的な生産建設と経営活動を許

可するが，指令的な生産計画のもと，納税と輸出などにおいて，国に全面的な責任を負う�と

述べた．総公司の主要職能も明確にされた．すなわち，①中国造船業全体の中長期目標，経営

発展戦略の作成，年度計画の規定と実施．②総公司に属する全資産の運用，投資方向の決定，

主要建設プロジェクトの審査．③総公司全体の貿易輸出入の管理，海外技術導入の管理．④地

区公司と工場の利潤配分の調整．⑤地区公司，工場など直属部署の主要指導者の人選．各部署

の賃金調整．⑥直属する部門への監査機能など．

総公司は中国政府に直属する国有企業であり，その上中央政府の代わりに絶対的な支配力で

各地方政府から造船廠まで指令制の手段で中国造船業の全体を統括管理する中央政府の行政機

能も果たした．

3.2 船舶製品構造の転換と船舶輸出支援政策がもたらした効果

中国船舶工業総公司設立後，中国造船業の発展目標を次の二段階で決めた．① 1986 年から

1990 年までに集中して設備投資を行い，現在の造船業の基盤を固める．② 1990 年以後，造船

業の発展を加速させ，船舶建造と非船舶製品の発展に同時に力を入れ，1990 年代末に世界先進

造船国になる．また�船舶建造を中心として多角化経営，国内市場をメインとして積極的に船

舶を輸出する�というスローガンを出した．そのため，総公司は中国造船業の投資方向，製品

構造，支援政策などにおいて政府の行政機能を果たした．

文化大革命期には�三線�
11)
に新しい造船廠を建設することが重視されたが，総公司は造船

業の投資の重点を沿海地区の旧造船廠の改造においた．

大型船舶を建造できる造船廠を増やすため，大連，滬東，江南，上海，中華，広州，新港な

どの沿海地区造船廠を対象として古い造船廠の船台，ドック，港湾の拡張と船体加工，クレー

ンなどの運輸設備の改造を行った．1970 年代において三線と�一，二線�の投資比率は 60 対

40 であったが，1981―1990 年には 23 対 77 に変わった．投資地域の転換と同時に，船種におい

て軍艦と商船の建造比率を 1982 年の 37 対 63 から 1991 年の 20 対 80 へと調整した
12)
．
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９）�経済研究参考	第 96 期２頁．

10）1982 年�国務院から中国船舶工業総公司への通知�

11）1964 年５月，毛沢東は当時の中国陸地の戦略重要性によって，一線，二線，三線を決めた．一線は沿海

地区と東北の辺境地区を指す．三線は四川，貴州，雲南など 13 省と自治区の中西部と西南部を指す．二線

は一線と三線の間を指す．



また船舶の建造と輸出を拡大するため，低利子の資金貸付と利子返還期限の延長，輸出船舶

の増値税還付などの支援政策を行った．

その結果，中国の船舶建造量は 1982 年の 32 万トンから 1997 年の 200 万トンに達した．

1982 年の世界第 17 位から 1995 年の第３位に躍進した．国内船と輸出船の比率は 1982 年の 85

対 15 から 1995 年の 55 対 45 に変わり，輸出船舶も大幅に増加した
13)
．

製品の生産，販売，開発，そして特に人事の任免はすべて政府関連部門によって決められる

ので，�改革開放�初期までの中国造船業の管理方式は�戦時経済管理方式�だと言える（趙

2008）．総公司は新しい開発政策の公布以外，各造船廠に対し積極的に�経営自主権�を与えよ

うとする改革も行った．

3.3 �企業�とは言えない造船廠の実態

⑴ �工場長責任制�

中国船舶工業総公司を設立した当初，各造船廠は党委員会指導の工場長責任制を実施した
14)
．

造船廠の生産計画，主要幹部の任免と人員の移動，従業員の福祉，資材の購入と販売などのす

べては，中央政府から地方政府を経由し，また各造船廠の党組織委員会の監督の下，工場長に

よって実施された．工場長は製造工程にかかわる権限
15)
しか握らず，いわゆる労働現場の指揮

者である．

1984 年，総公司は当時の大連造船廠をモデルケースとして工場長責任制を実施した．1986

年，旧党委員会指導の工場長責任制を工場長責任制に変え
16)
，�国家は企業に対し所有権と経営

権分離の原則を実施する�，�工場長は企業の中心地位に立ち，企業の精神文明建設と物質文明

建設に全面的な責任をもつ�
17)
という法令により�工場長責任制�を各造船廠に普及した．

�工場長責任制�下の工場長は従来と比べ中国政府から下された指令の実施担当として権限

が拡大された．具体的には�国家計画と市場需要に応じて，企業の年度経営目標と発展方向の

提出�，�副廠長と技術責任者，そして中核幹部の昇進指名の申請�，�従業員の賞罰と辞退の申

請�
18)
などである．

ただし，�工場長責任制�は工場長が造船廠の経営活動にどれだけの自主権限を持っているの
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12）�経済研究参考	第 96 期４頁．

13）注９と同様．

14）1956 年９月 15 日から 27 日まで北京にて中国共産党第八次全国代表大会�各工業企業にて，中国共産党

を中心としての集団指導と個人の責任を結合する管理体制を実施する�と公布した．

15）工場長の職責�①生産ノルマの達成，②商品の品質保証，③新製品の開発に専念，④労働生産率の向上，

⑤コストの削減，⑥安全生産の保障��談談党委領導下的廠長負責制	pp. 39∼42．

16）1986 年９月 15 日国務院は�全面所有制工業企業廠長工作条例�を公布し，同年 10 月１日に実施した．

17）1988 年４月 13 日�中華人民共和国全民所有制工業企業法�．

18）1988 年４月 13 日�中華人民共和国全民所有制工業企業法�第四章．



かが最大の焦点となる．企業の生産管理，人事の異動などは企業の党管理委員会と職工代表大

会に監督され，すべての生産活動の最終権限は党管理委員会に握られている．さらに工場長の

任免は中央政府あるいは地方政府によって決定される．

⑵ �請負経営責任制�

1987 年まで，中国船舶工業総公司と各造船廠は定額利潤の上納，あるいは利潤の一定比率を

上納する契約を結んでいた．1987 年以後，各形態の請負制を導入した．1990 年までに 82 の国

有造船企業が請負制を導入し，1990 年度には 66 社が目標を達成した．1991 年から利潤上納だ

けではなく，各造船廠の年度経営目標と管理指標も請負でき，造船廠の収益と従業員の賃金を

連動させた．

総公司と各造船廠の利潤配分方法は，表２に示すように４つの時期に分けて実施された．総

公司と各造船廠の利潤配分が，中央政府が中国船舶工業総公司に実施した利潤配分方法と一致

しているのが特徴である．中央政府が総公司に実施した利潤配分をそのまま各造船廠に実施し

たのは，総公司自身の収益ではなく，各造船廠の収益拡大を優先させるのが目的であると考え

られる．国家，総公司と造船廠の所得比率は 1983 年には 48：18：34，1991 年には９：30：61

であった
19)
．

総公司が各造船廠に刺激を与え，工場長と従業員のやる気をもっと引き出させ，最終的に中

央政府と総公司の収益を増加させ，中国造船業の全体的な建造量を増大させることができたの

は，このように現場への利潤配分を厚くする制度変革がなされたことが主因だと考えられる．

また２年から４年の請負期間における目標を達成させるため，工場長任期目標責任制も導入

した．工場長の任期中に中期考査，期末考査，任期目標終期監査，離任監査という４つの考査

を受けなければならない．業績が非常に悪い場合は，考査の結果により工場長が免職される可

能性もある．

企業にもっと自主経営権を与えようとした�工場長責任制�と同時に実施した�請負制�は
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19）�経済研究参考	第 96 期 30 頁．

表２ 中国船舶工業総公司段階の請負制の利潤配分

総公司に対する中央政府の施策 各造船廠に対する総公司の施策

1983―1985 年 定額上納，超額を留保 定額上納，欠損企業の定額補助

1986―1987 年 利潤の一定の比率で上納 各造船廠の経営状況により，一定の比率で上納

1988―1990 年 定額上納，超額を留保
各造船廠の経営状況により，基数で利潤配分，欠損
企業は赤字の減少程度により配分を変わる．

1991―1996 年
固定した基数で定額上納，超基数
の場合，利潤を比率で配分

造船廠の申請した基数により定額上納，超基数の場
合，利潤を比率で配分．

出所：�経済研究参考	第 96 期により筆者作成．



利潤の配分において造船廠に刺激を与え，国家財政の安定収入の保証と建造量の伸びには効果

があった．

ただし，工場長は業績と目先の利益だけを重視することになり，設備投資と技術開発が遅れ

るなど，造船廠の長期的な発展には大きな阻害があったと言えよう．

�工場長責任制�と�請負経営責任制�は中央政府から国有企業に対し経営権限と利益の委譲

という目的で行った改革であった．各造船廠の経営と利益に一番かかわるのはやはり船舶の受

注と船価である．船舶の受注がなければ造船廠は経営もできず利益も出ず，当然経営維持もで

きない．各造船廠は受注した船舶の価格を人員，資材，納期状況，利幅などの要素によって決

め，その利益で造船廠の持続的な経営と発展ができるとされた．この一連の兼ね合いによって，

各改革の着目点は造船廠の船舶受注と船価に置くべきであると考えられる．しかし，総公司段

階には，政府の指令制が強く，各造船廠は船舶の受注と船価を自主的に決めることがまったく

できなかった．つまり，この改革は名目的なものにすぎなかった．

⑶ 船舶の受注と船価

総公司段階の船舶の受注と引渡しの流れは図３によりまとめられる．国内商船の場合はま

ず，船舶の需要側は船舶の需要量（隻数）と船種を中国各地区の交通部門を通して総公司に申

し入れ，総公司は船価を決めた上で生産する造船廠を指定する．船舶の納期，支払方法など具

体的な交渉と契約は需要側と造船廠が直接に行う．

輸出船の場合は，総公司が船価と納期を決めた上で，指定された造船廠と海外の船主が具体

的な交渉と契約を行う．最終的に完成した船舶は貿易機関を通して海外船主に引き渡す．
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図３ 中国船舶総公司時期の船舶の受注と引渡しの流れ

注： 国内船，①②③で示す．
輸出船，⑴⑵⑶⑷⑸で示す．

出所：筆者作成．



総公司段階の造船廠にとっては，企業の経営に一番かかわる船舶の価格と納期の自主決定権

はなく，政府の指令で決められる．この時期の中では企業的性格を比較的強く持っている大連

造船廠も例外なく指令制によって船舶の受注と生産を行っていた
20)
．また船舶建造に必要な鋼

材，舶用部品などもすべて政府の指令で調達され，新しい設備の購入と先進技術の導入も各造

船廠には権限がない．造船廠はただ与えられた条件で船舶を建造するだけである．国内の船舶

需要者も指定された造船廠から決められた価格で船舶を購入する．この時期，国内の造船廠は

造船技術がまだまだ低いため，品質が悪いうえに納期が長いということで，やむを得ず海外の

船舶を購入するケースもかなり多い．

次の節では二大造船集団設立後の造船企業の実態を考察したい．

４ 二大集団段階の国有造船企業の組織構成

4.1 二大造船集団の概況

中国船舶重工集団公司（CSIC）は 2011 年２月現在，船舶企業 34，船舶研究機構 29，地区管

理機構５，その他の機構 12 を傘下にもつ．これらは遼寧，山西，重慶など 18 省市，主に北方

地区に分布して，2008 年時点で 14 万人の従業員を有している．傘下企業の所有形態は中国船

舶重工股份有限公司が上場企業，その他はすべて国有独資と国有出資企業である．CSIC は

2008 年時点で，30 万トン以上のドックを３基，15 万トンと 10 万トンのドック各１基ずつを有

し，年間建造能力は 600 万トンに達している．

中国船舶工業集団公司（CSSC）は現在，船舶企業 68，研究機構９，地区管理機構４を傘下に

もつ．これらは上海，江蘇，安徽，広東などの南方地区に分布し，2008 年時点で 5.15 万人の従

業員を有している．傘下企業の所有形態は中国船舶工業股份有限公司，広州広船国際股份有限

公司，中船江南重工股份有限公司の３社が上場企業，その他はすべて国有独資と国有出資企業

である．CSSC は 2008 年時点で，30 万トンの大型ドック６基，年間建造能力は 1200 万トンに

達している．

2008 年，中国の船舶工業企業は 1242 社
21)
あり，CSIC と CSSC の総管轄企業数が全国に占

める割合は合計で 12％である．表３によると，二大造船集団は中国造船業の総生産額の 35％，

総輸出額の 45％，竣工量，手持ち工事量，受注量はそれぞれ 41％，43％，36％も占めている．

二大造船集団は中国沿海地区の大型造船廠，舶用製品企業と有力な研究機構を傘下に有し，

中国全体の船舶建造量の拡大と輸出船舶の国際競争力向上を牽引している．

CSSC の従業員は CSIC の４割にも及ばないが，総輸出額と竣工量は CSIC の２倍以上であ
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20）具体的に，小宮（1989）251∼252 頁を参考．

21）年販売額は 500 万元以上の企業を対象者としている．



る．表４に示した大手造船所の設備概況によると，長江エリア，渤海エリア，珠江エリアの中

国三大造船エリアに所在している大手造船所の数は CSIC より CSSC の方が明らかに多い．ま

た造船所の建設時期から見ると，2000 年以後に新規建設された造船基地はCSIC の１カ所に対

してCSSC は４カ所もある．特に�三大造船基地�と呼ばれる海西湾，龍穴，長興島のうち２

つが CSSC に属している．多数の大型新鋭造船所の活躍は CSSC が各指標において CSIC を凌

駕している大きな原因だと考えられる．

4.2 CSIC の所有支配構造

1997 年７月に設立した中国船舶重工業集団公司（CSIC）は中国政府に直属する国有企業で

ある
22)
．図４によると CSIC は商船の建造と修繕業務，舶用機器業務，運輸設備とその他の事

業を行っている．集団傘下の大連船舶重工集団有限公司，渤海船舶重工有限責任公司，大連船

用柴油機有限公司，宜昌船舶柴油機有限公司などは中国有数の船舶建造企業と舶用製品生産企

業である．CSIC は 2020 年に�中国最大最強，世界一の船舶集団�
23)
を目指している．

2008 年３月 18 日，中国国務院国有資産監督管理委員会
24)
の許可により，中国船舶重工股份

有限公司を設立した．設立した当時は造船廠を含まず，ディーゼルエンジンなどの舶用製品生

産企業がメインであった．図５に示したように，CSIC は中国船舶重工股份有限公司（略称�中

国重工�）の 69.5％（間接所有を含む）の株を所有する親会社である．中国重工は傘下の４つの

船舶建造企業とその他の船舶関連企業計 28 の子会社の研究開発，生産，財務，投資，資本運営

などの業務を監督する機能を果たす．
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表３ CSIC と CSSC の各指標（2008 年）

企業数
総生産額
（億元）

総輸出額
（億元）

竣工量
（万トン）

手持ち工事
量(万トン)

受注量
(万トン)

中国船舶重工集団公司（CSIC) 80 699 203.2 414.4 3314.9 1144.9

(全国に占める割合) 6.4% 17% 13% 13% 17% 19%

中国船舶工業集団公司（CSSC) 68 772 503 845.2 5218.4 1007.8

(全国に占める割合) 5.6% 18% 32% 28% 26% 17%

全国 1.242 4,112 15.631 31.877 194.994 60.258

出所：�中国船舶工業年鑑 2009	により筆者作成．

22）CSSC も同様である．

23）2003 年１月 16 日∼18 日，中国船舶重工集団公司第四次工作会議による．

24）1984 年 10 月 25 日∼29 日，第十届全国人民代表大会第一次会議の国務院機構改革法案と�国務院関与機

構設置の通知	により設置され，正部級の特別機構である．中央政府の代表として，国有企業の改革と改

組，大型企業への監事会を設置するなどの職能を果たす．
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業
企
業

B
1

30
6
×
50

58
0
×
1

B
2

25
0
×
76

30
0
×
1

大
連
造
船
廠

大
型
株
式
企
業

(C
S
IC
)

新
造
船
・
修
繕
・
海

洋
石
油
工
程
な
ど

18
98
年

D
1

13
5
×
16

15
×
1

海
外
企
業
と
の
技
術
提
携
は
な
い

有
名
な
軍
事
企
業
で
あ
る
．
国
家
の
重
点
保
護
企
業
で
あ

る
．
国
防
科
工
委
の
指
導
下
に
あ
る

D
2

16
5
×
21

30
0
×
1

D
3

25
0
×
80

60
0
×
1

B
1

25
5
×
27

30
0
×
2

B
2

19
9
×
24

30
0
×
1

B
3

29
0
×
35

30
0
×
2

大
連
中
遠
船
務

工
程
有
限
公
司

大
型
合
弁
企
業

船
舶
の
修
繕
・
改
造

な
ど

19
92
年

D
1

29
5
×
50

22
×
1

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
の
造
船
企
業
と
提
携
を
し
て
い
る
．

山
海
関
船
廠
に
次
ぐ
中
国
最
大
規
模
の
浮
ド
ッ
ク
(６
基
）

を
持
ち
，
中
央
政
府
，
地
方
政
府
か
ら
側
面
的
な
支
援
を

受
け
て
い
る
．

D
2

24
0
×
41

32
×
1

D
3

24
0
×
38

15
×
1

渤
海
造
船
廠

大
型
株
式
会
社

(C
S
IC
)

船
舶
，
舶
用
部
品
，

修
繕
，
鉄
鋼
構
造
物

な
ど

19
86
年

D
1

15
0
×
32

20
0
×
1
日
本
と
の
関
係
が
深
く
，
船
舶
建
造
設
備
，
舶
用
設
備
の

40
％
は
日
本
か
ら
輸
入
．
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
に
設
計
技
術
者

を
派
遣
し
て
専
門
の
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
受
け
た
．

国
家
重
点
企
業
で
あ
る
．
輸
入
設
備
の
検
査
，
通
関
手
続

き
に
お
い
て
は
政
府
関
連
機
関
か
ら
優
先
処
理
を
し
て
も

ら
え
る
．

B
1

29
4
×
50

48
0
×
1

B
2

26
0
×
50

40
×
1

煙
台
莱
佛
士
船
業

有
限
公
司

中
型
合
弁
企
業

海
洋
構
造
物
の
建

造
・
修
理

19
94
年

D
1

43
0
×
12
0
37
0
×
1
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
企
業
と
技
術
の
提
携

国
内
最
大
の
2,
00
0
ト
ン
・
ク
レ
ー
ン
と
幅
の
広
い
ド
ラ

イ
・
ド
ッ
ク
を
有
す
る

D
2

20
5
×
45

20
0
×
1

青
島
北
海
船
舶
重

工
有
限
責
任
公
司
大
型
株
式
企
業

(C
S
IC
)

新
造
船
，
修
繕
，

F
R
P
艇
，
海
洋
構
造

物
の
建
造
・
修
理

19
83
年

D
1

38
0
×
78

60
0
×
1

D
2

48
0
×
10
8
60
0
×
1

R
D
1

36
0
×
78

15
0
×
1

R
D
2

32
5
×
58

15
0
×
1

海
西
湾
造
船
基
地
大
型
株
式
会
社

（
C
S
IC
)

新
造
船
・
修
繕
・
海

洋
石
油
工
程
な
ど

20
05
年

D
1

24
0
×
45

60
0
×
4

20
15
年
の
生
産
額
を
20
0
億
元
，
純
利
益
13
億
元
，

20
20
年
に
生
産
額
を
40
0
億
元
，
純
利
益
を
25
億
元
の

目
標
を
揚
げ
て
い
る

D
2

24
0
×
45

30
0
×
2

大
連
遼
南
船
廠

国
有
企
業

船
舶
修
繕

18
83
年

IS
O
90
02
を
軍
需
企
業
で
初
め
て
取
得

珠
江
デ
ル
タ

エ
リ
ア

広
州
文
沖
船
廠

有
限
責
任
公
司

大
型
国
有
企
業

(C
S
S
C
)

新
造
船
，
修
繕

19
55
年

D
1

20
2
×
28

20
0
×
1

自
営
輸
出
入
権
あ
り

D
2

18
2
×
24

40
×
1

D
3

30
0
×
62

80
×
1

B
19
0
×
28

10
0
×
1

広
州
広
船
国
際

股
分
有
限
公
司

大
型
株
式
会
社

（
C
S
S
C
)

新
造
船
・
小
型
船
の

開
発

19
54
年

B
1

21
3
×
36

自
営
輸
出
入
権
あ
り
，
中
国
初
め
て
の
上
場
造
船
企
業

B
2

20
0
×
36

広
州
中
船
龍
穴

造
船
基
地

C
S
S
C

新
造
船
・
修
繕

20
06
年

D
1

42
0
×
10
6

30
0

D
2

40
0
×
92

30
0
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つ
づ
き

中
国
大
手
造
船
所
の
造
船
設
備
概
況
２

企
業
名

企
業
形
態

業
務
内
容

創
立

設
備
名

設
備
規
模

(縦
×
横
，

メ
ー
ト
ル
)

最
大

ク
レ
ー
ン

(T
×
台
)

外
国
企
業
と
の
提
携

備
考

長
江
デ
ル
タ

エ
リ
ア

滬
東
中
華
造
船

有
限
公
司

大
型
株
式
会
社

(C
S
S
C
)

新
造
船
・
海
洋
構
造

物
・
修
繕
・
鉄
鋼
構

造
物
な
ど

20
01
年

D
1

36
0
×
92

60
0
×
2

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
T
R
IB
O
N
，
ア
メ
リ
カ
の

P
T
C
/C
A
D
D
S
の
船
舶
設
計
ソ
フ
ト
と
C
A
D
，
C
A
M

技
術
が
用
い
て
生
産
し
て
い
る
．

軍
艦
，
民
用
船
，
鋼
製
品
加
工
の
総
合
会
社
で
あ
る
．
中

国
初
め
て
自
主
L
N
G
船
の
設
計
，
建
造
ま
で
で
き
る
造

船
会
社
で
あ
る
．
中
国
第
一
隻
85
30
T
E
U
超
大
型
コ
ン

テ
ナ
船
が
誕
生
し
た
．

D
2

25
0
×
40

D
3

22
3
×
30

15
0
×
2

10
0
×
1

D
4

18
0
×
30

D
5

14
5
×
22

80
×
2

上
海
外
高
橋
造
船

有
限
公
司

大
型
株
式
会
社

（
C
S
S
C
)

新
造
船
，
港
機
械
，

鉄
鋼
構
造
物
の
設

計
・
製
造
・
修
繕

19
99
年

D
1

48
0
×
16
0
60
0
×
1
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
T
R
IB
O
N
船
舶
設
計
ソ
フ
ト
と

C
A
D
，
C
A
M
技
術
が
用
い
て
生
産
し
て
い
る
．

中
国
年
間
造
船
建
造
量
と
手
持
ち
工
事
量
両
方
世
界
ラ
ン

キ
ン
グ
ー
10
位
に
入
っ
た
造
船
企
業
で
あ
る
．“
中
国
第

一
船
廠
”
と
呼
ば
れ
て
い
る
．

D
2

36
0
×
76

60
0
×
1

江
南
造
船
集
団

有
限
責
任
公
司

大
型
株
式
会
社

(C
S
S
C
)

新
造
船
，
修
繕
，
舶

用
品
，
軍
需
製
品

18
65
年

B
1

24
2
×
24

15
0
×
2

中
国
最
大
の
修
繕
所
で
あ
る
．
重
要
な
軍
需
企
業
で
あ

る
．

B
2

27
5
×
38

10
0
×
4

D
1

14
7
×
31

75
×
1

D
2

18
7
×
30

60
×
2

D
3

23
2
×
39

上
船
澄
西
船
舶

有
限
会
社

国
有
企
業

(C
S
S
C
)

新
造
船
，
修
繕

20
04
年

D
1

25
0
×
38

12
0
×
1

上
海
船
厂
(1
86
2
年
)，
澄
西
船
舶
修
造
厂
（
19
71
年
）．

自
主
S
B
3
D
S
船
舶
設
計
ソ
フ
ト
を
開
発
し
た
．

D
2

22
8
×
28

12
0
×
1

D
3

20
0
×
36

12
0
×
2

40
×
2

南
通
中
遠
船
務

工
程
有
限
会
社

合
弁
会
社

船
舶
修
繕

19
90
年

D
1

24
2
×
44

22
×
1
中
遠
投
資
有
限
公
司
（
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
）
と
共
同
経
営
の

大
型
船
舶
修
繕
企
業

D
2

29
5
×
48

22
×
1

上
海
長
興
島
造
船

基
地

C
S
S
C

新
造
船
・
海
洋
構
造

物
・
修
繕
・
鉄
鋼
構

造
物
な
ど

20
03
年

58
0
×
12
0
80
0
×
2

20
15
年
完
成
の
予
定
．
完
成
後
，
世
界
最
大
の
建
造
基
地

と
な
る
．

36
5
×
82

80
0

注
：
１
．
D
は
b
u
il
d
in
g
d
oc
，
B
は
b
u
il
d
in
g
b
er
th
R
D
は
re
p
ai
ri
n
g
d
oc

２
．
天
津
新
港
船
廠
は
規
模
拡
大
の
た
め
，
20
11
年
ま
で
新
し
い
造
船
所
に
移
転
さ
せ
る
予
定
で
あ
る
．

３
．
20
05
年
12
月
５
日
大
連
造
船
重
工
公
司
と
大
連
新
船
重
工
公
司
が
合
併
し
た
．
同
年
12
月
９
日
大
連
船
舶
重
工
集
団
有
限
公
司
が
設
立
し
た
．

出
所
：
日
本
財
団
図
書
館
，
上
海
科
学
技
術
情
報
研
究
所
市
場
調
査
研
究
部
，
ジ
ェ
ト
ロ
・
上
海
・
セ
ン
タ
ー
の
デ
ー
タ
，
吉
識
恒
夫
�
造
船
技
術
の
進
展
	
23
6
頁
に
よ
り
筆
者
作
成
．
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図
４
中
国
船
舶
重
工
集
団
公
司
の
組
織
図

注
：
１
．
元
武
昌
造
船
廠

２
．
元
国
営
川
東
造
船
廠

３
．
C
S
IC
の
深
圳
窓
口
で
あ
り
，
現
在
主
に
不
動
産
管
理
の
業
務
を
行
っ
て
い
る
．

４
．
(有
)
は
�
有
限
公
司
�
を
指
す
．
(責
)
は
［
有
限
責
任
公
司
］
を
指
す
．

出
所
：�
中
国
船
舶
工
業
年
鑑
20
09
	，
�
20
11
―
20
15
中
国
船
舶
製
造
行
投
資
前
景
予
測
及
業
界
研
究
報
告
	，
中
国
船
舶
重
工
集
団
公
司
な
ど
各
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
り
筆
者
作
成
．



ここでは CSIC のトップから各造船所までの権限配分をみておこう．中国重工は CSIC の唯

一の上場企業として地域別船舶建造子会社４社と船舶関連企業を有している．傘下のもっとも

大きな実力を持つ大連船舶重工集団有限公司はさらに大連船舶重工船業有限公司，大連漁輪公

司など 19 の製品別子会社を持っている．最上層の持株会社，上場企業，その子会社，孫会社と

いう４重構造を持っているのが CSIC の組織構造の実態である．大連船舶重工集団有限公司は

旧大連造船廠，大連造船新廠そして大連第三造船廠を傘下に持ち，この３カ所は船舶建造のみ

の生産活動を行っている．他の 19 の子会社は海洋構造物，鉄鋼関連，塗装関連など，船舶建造

に必要されるサプライチェーンの調整機能を果たしている．上場企業が船舶建造と船舶関連の

子会社をもつ仕組みはそのまま子会社と孫会社に移行している．

1997 年に設立した CSIC がなぜ 2008 年まで上場企業をもたなかったのか，そしてどういう

背景で上場企業を設立したのだろうか．

造船基地の建造，設備投資などには莫大な資金を必要とする．銀行融資，国家補助など以外

からの資金調達の方法として，上場は効果的である．ただし，軍事関連企業の上場は不可とす
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図５ 中国船舶重工集団公司の持株組織図

注：持株の所有データは 2011 年２月による．
出所：�中国船舶重工集団公司関与保険中国重工本次重大資産重組後在中船重工財務公司資金安全

的承諾函�，各ホームページにより筆者作成．



る規制がある．CSIC は従来，中国最大の軍事関連生産企業集団であり，傘下の各企業，たとえ

ば大連造船廠，渤海造船廠など北方の大規模の造船廠は軍事関連生産と深い繋がりがある．そ

こで軍艦と商船をはっきり分けないと上場できないというのが上の疑問に対する一つの解答だ

と考えられる．そのため CSIC は 100％出資の形で，新たに大連造船廠集団有限公司と渤海造

船廠集団有限公司を軍事関連の専業子会社として設立した．

業績のよい子会社を他から切り離して上場させることによって，株式市場から集団経営に必

要な資金を調達し，その資金でさらに CSIC の全体的な規模と実力を拡大するための投資を可

能にすることが上場の最終的な目的である．2010 年４月 30 日，商船事業を行う大連船舶重工

集団有限公司，渤海船舶重工集団有限公司，山海関船舶重工有限責任公司，青島北海船舶重工

有限責任公司の４つの造船廠を中国重工の地域別子会社とした
25)
．

CSIC が設立した上場企業が中国重工１社のみであるのに対して，CSSC 傘下の上場企業は

中国船舶工業股份有限公司（略称�中国船舶�），広州広船国際股份有限公司（同�広船国際�），

中船江南重工股份有限公司（同�江南重工�）の３社ある
26)
．CSSC の上場企業は CSIC の場合

と比較して次のような特徴をもつ．①設立時期が早く，10 年間で企業の改組と企業の組織構成

はかなり完備している．②それぞれの上場企業の事業内容が違うので，重複生産と同業競争を

回避できる．③株式市場から調達した資金は早い段階で集団の規模拡大に使われ，より早く発

展できる優位性を持っている．

4.3 集団公司傘下の上場企業の経営実態

⑴ 造船企業の流動資金

流動資金の所有量は会社の収益，企業の歴史的経営状況，業務の内容によって決められる．

VLCCなど大型船舶の生産を行っている大連船舶重工集団有限公司は，船舶建造の周期が長

く，建造の難易度，企業の収益が大きいため 175 億元の流動資金を保有する．16 万トンと４万

トンのタンカー，雑貨船の建造を行っている渤海船舶重工有限責任公司は，経営歴史が短く，

収益が不安定のため 39 億元の流動資金を保有する．青島北海船舶重工有限責任公司は修繕が
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25）軍艦と商船事業を行う大連船舶重工集団有限公司と渤海船舶重工集団有限公司は軍事関連事業と商船事

業を切り離し，2010 年４月 20 日と 2010 年４月 19 日に軍事関連事業を扱う大連造船廠集団有限公司と渤

海造船廠集団有限公司を設立し，それぞれは CSIC100％出資の子会社となっている．�非公開発行股分購

買資産協議	2011 年２月．

26）中国船舶工業股份有限公司は 1998 年５月に上場した滬東重機有限公司が外高橋造船有限公司を買収し，

2007 年７月に現在の中国船舶工業股份有限公司になった．大型船舶の建造，修繕，ディーゼル機関の生産

が主要事業である．広州広船国際股分有限公司は 1993 年６月，旧広州造船廠が組織変更し，中国初の造船

上場企業となった．2008 年５月に CSSC の子会社となった．大型港湾機械，大型クレーン，大型運搬船と

客船の建造が主要事業である．中船江南重工股份有限公司は 1998 年に上場した旧江南造船廠である．大

型鋼材機械の生産，橋，トンネルなどの建造機械の生産が主要事業である．



主要事業であるために５億元の，山海関船舶重工有限責任公司は小型救命艇の建造が多いため

７億元の流動資金を保有する．

2010 年４月 30 日まで，上記の地域別子会社４社の預金総額は 556.27 億元，CSIC 傘下企業

の総預金額の 99.56％を占める．そのうちドルの預金総額は 45.71 億元で，主に海外の舶用機

器，鋼材など原材料の購入に使われる
27)
．

CSIC と同様に，CSSC は集団各地の新規投資規模によって 2011 年度第１期の株式市場の資

金投資配分を決める．たとえば，広州中船龍穴造船有限公司は 10 億元，広州中船黄埔造船有限

公司は１億元，滬東中華造船有限公司は２億元と決まった
28)
．

流動資金の保有量と投資資金の分配は両集団のトップと各造船企業のトップが相談した上

で，中央政府の関連部門に報告し，許可をもらってから実施する．

⑵ 同業競争回避

中国船舶重工股份有限公司を設立した当初，CSIC 傘下の他企業の多くはディーゼル機器生

産企業であったため，CSIC 内部で船舶建造事業の同業競争はほとんどなかった．中国重工の

子会社が地域別の４社に再編された後，CSIC に属する造船廠とは一定の同業競争があるため，

表５のように，両者は同業競争回避協議を決めた．

協議の内容から，既存の事業内容にしても，新規の事業内容にしても中国重工の選択を優先

させることがわかる．CSIC は生産能力，製品構造，持続経営能力と利益算出の有無によって，

優れた傘下企業を中国重工に譲渡する．それは業績のよい企業を上場企業に集中することに

よって株価を上昇させ，さらに既存事業の規模拡大や新規事業の展開をはかることを目的とし

ている．CSIC に直属する中小企業は市場競争においてかなり不利となり，倒産あるいは他企
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表５ 中国船舶重工集団公司の同業競争回避協議一覧

2008/04/08 �避免同業競争協議�
中国船舶重工集団公司（CSIC）はおもに商船の建造と修繕業務
を行い，中国船舶重工股份有限公司（中国重工）は主に舶用製
品の生産を行う．

2010/07/14
�避免同業競争協議之補充協
議�

CSIC に属する企業は新たな事業を展開する時に，もし中国重
工と競争リスクを発生する可能性がある場合，まず書類上で通
知し，同業競争が発覚した場合，事業を中止すると承諾する．

2010/10/09
�関与進一歩避免与中国重工
同業競争問題有関事項的函�

CSIC 傘下の舶用製品の子会社の株式を適当な時期に中国重工
に売却する予定である．

2010/12/02
�関与進一歩避免与中国重工
同業競争問題有関事項的説明
函�

中国重工は新事業の展開を企画する際，30 日以内に CSIC に通
知する必要がない．今後同業競争のリスクがあるとしても，事
業の優先展開の権利を持っている．

2010/12/30
�就存在潜在同業競争的資産
注入上市公司時触発条件的進
一歩説明�

適用条件を満たすときに，CSIC は潜在競争を持つ 11 の子会社
を中国重工に売却する予定．

出所：�中国船舶重工集団公司関与保険中国重工本次重大資産重組後在中船重工財務公司資金安全的承諾函�に
より筆者作成．



業との合併は時間の問題である．そういった行政的な手段によって，上場企業の規模を拡大さ

せ，株価の上昇から投資資金の額をさらに増やすことが目的であると考えられる．

⑶ 関連取引と船舶の受注

総公司段階の船舶関連企業は生産に必要な資材を政府の指令によって分配されていた．それ

に対し，二大造船集団傘下の各上場子会社の船舶関連企業は自由な取引ができるようになった

のが大きな変化である．

CSIC の場合は各社の独自の�合格供給者リスト�によって，各社なりの購買方式を運営して

いる．

例えば舶用機器と艤装製品の場合は，品質重視のもと，各供給業者の価格を比較した上で

CSIC が集中購買を行う．エネルギー材料は従来の供給業者と各年度の初めに価格を決め，年

間契約を行う．鋼材，補助材料などの場合は月単位の入札制度で行う．電力，燃油，ガスなど

のエネルギーは所属の地方政府が市場価格により優先的に提供する．

表６は 2009 年における中国重工の CSIC 傘下企業とのいわゆる関連取引の状況である．関

連取引比率は購買で 23％，販売で５％となり，さほど高いとはいえない．このうち関連取引に

占める上位５社への集中度は購買で 89％，販売で 63％となり，関連取引が特定の企業に集中し

ていることがわかる．中船重工物資貿易集団有限公司と中国船舶工業物資総公司（表中では中

国船舶工業東北有限公司および同武漢有限公司）を通じて購買した金額は関連購買の 78％を占

めた．

船舶建造に必要とされる鋼板と原材料について市場価格変動の影響を防げるため，両社は毎

年の年初に CSIC 全体の鋼材需要量を受け，鞍鋼，首鋼などの国内大手メーカーと商談し，最

大の安価でCSIC に提供する．

舶用機器部門と原材料提供部門の競争力を高めるために，CSIC と中国重工は関連会社との

取引の限度額を設定し
29)
，関連取引の金額を減らし，将来的に独自に購買できるように検討し

ている
30)
．

二大造船集団傘下の大規模な船舶建造企業は国内と海外に営業拠点を設立している．各拠点

は国内と海外の海運会社そして船舶関連会社と連絡してネットワークを形成し，顧客情報の収

集と船舶の受注を行う．船舶を受注した後，船舶市場の船価を基準にして船主の指定条件に合
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27）2010 年 11 月�中国船舶重工集団公司 2010 年度第１期短期融資券発行文献�

28）2011 年２月�中国船舶工業集団公司 2011 年度第１期中期票据募集説明書�

29）中国船舶重工股分有限公司とCSIC の関連取引について，販売額は 25.7 億元，購買額は 116 億元，CSIC

に労務提供額は１億元，要請額は 15.3 億元と規定される．�中国船舶重工股分有限公司 2011 年度日常関

連交易公告�（臨［2011―023］）．金額はすべて税抜きで表す．

30）2010 年 12 月 30 日�中国船舶重工集団公司関与進一歩規範与中国船舶重工股分有限公司関連采購的承諾

函	．



わせた上で，造船企業は船価と納期そして付加条件などを船主と直接に交渉する．

契約してから各上場子会社は自ら資材を調達し，工程によって年間，四半期，月単位で生産

計画を立て船舶を建造し，船主に引き渡す
31)
．各上場子会社は自ら顧客を見つけ，企業の利益

に一番かかわる船価を決め，企業自身の規模と建造能力によって生産計画を立て船舶を建造す

る．これは総公司段階の政府による指令生産と根本的に違うといえる．
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表６ 中国船舶重工股份有限公司のCSIC 内の関連取引（2009 年）

会社名
取引金額
（億元）

比率１ 比率２

購買先上位５社

中国船舶工業物資東北有限公司 45.25 53.19 12.23%

中船重工物資貿易集団有限公司 19.76 23.23% 5.34%

中国船舶重工国際貿易有限公司 6.51 7.65% 1.76%

上海船用柴油機研究所 2.67 3.14% 0.72%

中船重工物資貿易武漢有限公司 1.23 1.45% 0.33%

小計 75.42 88.66% 20.38%

関連 50 社からの購買総額 85.08 100% 22.61%

中国重工の購買総額 370 ―― 100%

販売先上位５社

北京重歯歯輪箱銷售有限責任公司 3.55 17.64% 0.88%

上海船用柴油機研究所 2.94 14.61% 0.73%

天津新港船舶重工有限責任公司 2.79 13.87% 0.69%

中船重工（重慶）海装風電設備有限公司 2.25 11.18% 0.56%

天津航海儀器研究所 1.27 6.31% 0.31%

小計 12.8 63.62% 3.17%

関連 39 社への販売総額 20.12 100% 4.51%

中国重工の販売総額 404.2 ―― 100%

労務受入先

中国船舶重工国際貿易有限公司 2.79 82.79% 54.71%

渤海造船廠集団有限公司 0.56 16.62% 10.98%

江蘇自動化研究所 0.02 0.59% 0.39%

小計 3.37 100% 66.46%

中国重工の労務受入総額 5.1 ―― 100%

労務提供先 天津航海儀器研究所 0.44 ―― ――

関連 37 社の租借（土地，建物，設備） 0.75 ―― ――

関連 14 社
1
の資金担保 144.07

2
―― ――

関連６社の借金利子支出 6.17 ―― 36.14%

貸金利子収入 8.9 ―― 38.39%

注：１．資金担保側と受け側重複する場合は社数を計算しない．
２．13.96 億ドルを含まれている．１ドル＝８元で計算した．

出所：�中国船舶重工集団公司関与保険中国重工本次重大資産重組後在中船重工財務公司資金
安全的承諾函�，中国船舶重工股分有限公司のホームページにより筆者作成．



4.4 集団公司と上場企業の役割

持株会社としての集団公司が政府と上場企業の間において果たす役割について，今井（2008）

は�集団公司というクッションを置くことによって事業経営に対する行政からの直接介入が遮

断できる．また集団公司の経営陣は政府によって任免されることになっているが，内部出身者

からの選出が多いために内部者による企業支配が可能となる�（今井 2008，195 頁）と述べた．

果たして，造船産業において集団公司と上場企業がどういう位置づけにあり，そしてどういっ

た役割を果たしているのだろう．

CSIC と CSSC の二大国有造船集団はいずれも業績のよい造船企業だけを上場させるとい

う，いわゆる�部分上場方式�を採用している．CSIC は初めに舶用関連企業を，その後に船舶

建造企業を上場させた．これからさらに傘下の企業を上場させる動きが現れるだろう．また上

場企業の経営内容からは新規事業の参入ではなく，集団外の企業を持株会社の傘下へと吸収合

弁も見当たらず，造船業における集団の全体的な経済力と影響力を拡大させようという動向が

見える．そういう意味では二大造船集団の持株組織は下谷（2009）のいう持株会社の２つの機

能の�内部組織再編型�と�業界再編型�ではなく，�集団傘下の企業再編型�と言えよう．

二大国有造船集団傘下の企業は�全体上場方式�は可能なのかを問われたときに，答えは不

可である．つまり集団公司の存在は必要である．その理由は二大造船集団の場合，軍事関連事

業とのかかわりが深いからである．

二大造船集団の所有権は国家にあるため，図２に示したように政府の行政管理が集団公司を

経由して上場企業におよぶ形となっている．政企分離以前の国有企業の場合は中央政府の指令

が直接にまたは地方政府を経由して造船所に伝えられる．造船廠は上級の指示通りに実行する

しかない立場である．それと比べ，市場経済下の造船集団は造船企業の発展のために上場企業

の代わりに政府との交渉ができる．

集団公司は中央政府の行政の直接介入を防ぎ，上場企業の発展によい環境を提供する．たと

えばCSIC は中国重工の経営，資産，財務，人員などの独立性を保障する
32)
．各造船関連企業は

経営の独立性を持ちつつ，国家の各優遇施策も享受できる．たとえば CSIC の場合は①西部大

開発の所得税特恵，②技術開発区の税収特恵，③先端技術企業の所得税特恵，④遠洋船の国内
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31）①契約後に一定の船舶代金をもらう．②契約内容に基づき，生産計画を決めた後船主に確認してから，

船舶建造に入る．③起工時と進水時に船主から代金をもらう．④引渡し前に，残りの代金をもらってから，

船主に引き渡す．

32）2010 年７月 14 日�関与保障目標公司独立性的承諾函	．

33）①②③は本来の 25％の所得税を 15％で計算される．④は�財務部，国家税務総局関与内销遠洋船財税政

策的通知�（�財税	54 号，2005 年）により，大連船舶重工集団有限公司と渤海船舶重工集団有限公司は国

内においての遠洋船の販売が引き渡したあと，税金抜きの販売額のお 17％の金額を補助金として支給され

る．



販売の税金特恵
33)
などの優遇施策と補助金をもらえる．

上場企業は中国造船業の発展にかかわるもっとも重要な実体である．この発展の実体に対し

いかによい外部環境を提供できるかということが集団公司の役割である．

５ まとめ

本稿の考察を通じて明らかとなった諸点は以下の通りである．

中国造船業の発展過程の３段階それぞれにおいて造船産業の組織構成は中国政府，各造船企

業，造船集団の３つの主体によって構築される．国有企業しか存在しない時期から，民営企業

と外資が急速に発展する多種所有体制へと変化する中で，中央政府が造船企業に適当な自主権

を与えられるかどうかは組織構成改革のキーだと言える．

社会主義計画的商品経済の時期に設立した中国船舶工業総公司は製品構造転換，沿海地区へ

の設備投資，輸出船舶の重視などの政策の公布と実施により中国造船業を沿海地区に商船の輸

出を中心とする中国造船業の発展方向を決めた．量産拡大の実績から言えば功績があると言え

る．所有と経営を分離させようとして行った�工場長責任制�，�請負経営責任制�の改革は造

船廠の所有形態，意思決定，利潤配分の視角から分析した結果，成果とともに限界があると言

えよう．この段階では結局のところ経済主体としての�企業�は成立しなかった．

大手造船企業を上場させ，集団公司がその持株会社となって政府が間接的に所有するという

重層的な構造を持っている二大造船集団は傘下の各造船企業に対する政府からの直接介入を防

げる．造船企業の発展のためによい環境作りの役割を果たしているので，現状の政府と造船企

業にとっては必要である．

なお，2000 年以後，国有造船企業の発展とともに，各地方の民営造船企業と外資独資，合弁

企業は急速に発展している．民営企業と外資企業の急成長の背景と原因，そして中国造船業の

組織構成，国全体の国際競争力にどういう影響と変化をもたらすのかを分析する必要がある．

これらについては今後の研究課題としたい．
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